
原子炉施設に係る情報連絡に関する覚書

関西広域連合を｢甲｣、独立行政法人日本原子力研究開発機構を｢乙｣とし、高速増増殖炉研究

開発センター（以下「もんじゅ」という）及び原子炉廃止措置研究開発センター（以下「ふげ

ん」という）の事故災害等に備えた関西地域の安全の確保のために必要な情報提供を目的とし

て、次のとおり覚書を交換する。

第１条 乙は、もんじゅの建設、運転、保守等及びふげんの保守、廃止措置等に当たっては、

関係諸法令を遵守し、もんじゅ及びふげんの周辺の環境並びにもんじゅ及びふげんの建設、

運転、保守、廃止措置等に従事する者の安全確保等のため万全の措置を講じる。

第２条 乙は、甲に対し、もんじゅ又はふげんにおいて次の各号のいずれかに該当する事態が

発生した場合は、その旨を直ちに連絡する。

(1) 地震、火災等によりもんじゅ又はふげんの原子炉施設に非常事態が発生したとき

(2) 放射性物質によって、もんじゅ又はふげんの周辺の環境に異常が発生したとき

(3) もんじゅにおいて工学的安全施設が作動したとき

(4) その他上記に準ずる異常が発生したとき

２ 前項の場合、甲からの要請があったときは、乙は、甲に対し、その原因、内容等について

十分説明しなくてはならない。

３ 前々項に定めるもののほか、乙がもんじゅ又はふげんに関し報道機関に発表を行う場合は、

甲に連絡する。

第３条 甲と乙は、定期的な情報共有の場を設け、互いの情報交換と連携を図る。

第４条 本覚書に定める各事項について改定すべき事由が生じた場合には、甲又は乙のいずれ

からも本覚書の改定を申し出ることができる。この場合、当該改定の申出を受けた者は、誠

意を持って協議に応じなければならない。

第５条 甲及び乙は、本覚書に定めがない事項又は本覚書の条項の解釈について疑義が生じた

場合は、本覚書の趣旨にのっとり、誠意を持って協議し、決定するものとする。
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